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製造部門1 製造部門2 補助部門1 補助部門2
100 200
補助部門1 61 45 15 30
（151）



























製造部門1 製造部門2 補助部門1 補助部門2
100 200
補助部門1 61 45 ― 30
（136）




























公式通りに Sからそれに等比をかけたもの 0.1Sを差し引く。すると S・0.1S・100・0.4・
・・100・0.1
n
・・0.1・・0.4となり，厳密な処理ではないが0.1
n
は限りなく0に近くなるので，こ
の項を無視すると0.9S・100・0.4となり，S・44.44となる。
同様に補助部門1から製造部門2が受け取る額，補助部門1から補助部門2が受け取る額を計
算すると，それぞれ約33.33，約22.22となる。それらを合計すると100となる。
つづけて，補助部門2から製造部門1が受け取る額，補助部門2から製造部門2が受け取る額，
補助部門2から補助部門1が受け取る額を計算すると，それぞれ約52.63,約115.79,約31.58と
なる。それらを合計すると200となる。
つまり，補助部門1のコスト100は，自家消費を考慮しても結局は44.44対33.33対22.22,書
き換えれば4対3対2,もっと言えば0.4対0.3対0.2で，無視した場合と同じ比率で他部門へ配
賦されるのではないかということである。
同様に，補助部門2のコスト200も，自家消費を考慮しても結局は52.63対115.79対31.58書
き換えれば25対55対15,もっと言えば0.25対0.55対0.15で，無視した場合と同じ比率で他部
門へ配賦されるのではないかということである。
ここから，自家消費分を無視して計算してもよいのではないかと考えたわけである。
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Ⅴ むすびに代えて
本小論では，まず第1に，片岡，井岡が作成した，補助部門に関する計算事例を紹介した。第
2に，片岡，井岡がこの計算事例を使用して，3つの代表的な見解つまりWiliamsとGriffinモ
デル，Manesモデル，MinchとPetriモデルを解明しているので，それをかなりの私見を交え
て紹介した。第3に，筆者の理解は正しいのかを問うために，この3つの代表的な見解に対して
目による可視化を試みた。図は，3つの見解それぞれの計算式と補助部門におけるコストの流れ
とを結びつけようとした試みであった。第4に，補助部門の自家消費の処理をどのようすべきか
を検討した。そこでは，無限等比級数の考え方を使って，自家消費を考慮した場合も自家消費を
無視した場合も同じ結果をもたらすのではないかということを示してみた。
果たして，上記1から4まで，正しかったのであろうか。ご批判を仰げれば幸いである。
（1） 片岡，井岡［1983年］p.23.
（2） 片岡，井岡［1983年］pp.2324.
（3） たとえば，Minchetal.［1972］p.577.などもそのようにしている。
（4） 片岡，井岡［1983年］pp.2426.を主に参照している。式および計算過程は引用文献通りであるが，
解説は私見である。
（5） 前掲論文においてこれは伝統的方法と呼んでいる。計算結果は，片岡，井岡［1983年］p.26にあ
るが計算過程は筆者の責任である。
（6） WiliamsとGriffinの計算事例はWiliamsetal.［1964］pp.675677.にある。
（7） Minchetal.［1972］p.578.
（8） Manes［1965］p.642.
（9） Manesの計算事例はManes［1965］pp.642643.にある。
（10） Minchetal.［1972］p.578.
（11） ・I・Y・・は自他補助部門間の配賦率の合計となるから，B・でもよいのかもしれない。文字数を少な
くするための表記方法であろう。
（12） Livingstone［1968］p.505.要約すれば，LivingstoneはSdを補助部門のコスト総額ではなく，
補助部門から製造部門に配賦する総額として式をたてている。Sdを，各製造部門への配賦率を合計
した率（その合計した率は0より大きく1以下の範囲にあるはずなので）で除せば補助部門のコスト
総額となる。そのコスト総額に補助部門，製造部門問わず各部門への配賦率を乗じれば，その補助部
門からの配賦額が算出できる。このような思考である。
ちなみに，Livingstoneは，自分のモデルはWiliamsとGriffinらのモデルの単なる別バージョ
ンであると述べ，その証明を示している（Livingstone［1968］pp.507508.）。
（13） MinchとPetriの計算事例はMinchetal.［1972］p.579.にある。
（14） 式はMinchetal.［1972］p.580.にある。
（15） 片岡，井岡［1983年］p.2730。
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（16） 片岡，井岡［1983年］p.32。
（17） Wiliamsetal.［1964］p.675.
（18） 廣本［2008年］pp.154156。
ところで，用役提供が先か，用役受領が先かどちらが先なのかという問題には連立方程式を使って
解決しようという試みが出てくる。
その思考は，次の小室直樹氏の解説が相当するとおもわれる。
「サムエルソン教授が，ワルラスに限って，何故にかくほどまで敬服するのか。経済現象にお
ける相互連関関係を分析する方法を発見したからである。…（中略）…一方的にXがYを決める
というような，線形因果関係は，ごく例外的な場合にしか見いだされない。一般的には，XとY
とは相互関係にある。XはYに作用し，YはXに作用し，この相互連関関係によって，XとY
とは同時いっぺんに決まる。では，この『同時いっぺん』の決まり方を，如何なる方法で解明す
るのか。ワルラスは答える。連立方程式によって。」と（小室［2004年］p.227.）。
（19） WiliamsとGriffinのモデルその他も，配賦したという配賦側の立場でなく，配賦を受けたとい
う被配賦側，集計側からみると分かりやすい，と本文で述べた。それはある意味当然で，配賦側から
は連立方程式を立てることはできないからである。
しかしここで敢えて，配賦側を考慮した式を考えて見たい。被配賦側，集計側としての補助部門1
の式は，S1・100・0.1S1・0.15S2であった。左辺と右辺を入れ替えて，100・0.1S1・0.15S2・ S1
とする。そして配賦側の式は，S1・0.4S1・0.3S1・0.1S1・0.2S1とする。そうすると，100・0.1S1
・0.15S2・ S1・0.4S1・0.3S1・0.1S1・0.2S1とおける。集計されたものは補助部門1の原価S1と
なり，その原価S1は各部門に配賦されるという意味である。この式によって，上記注（12）の箇所に
相当するが，「Manesモデルの『Sd・ Dd・BSd・・I・Y・・Sd』の式において，左辺のSdが要する
に製造部門への配賦分だけの額を示し，右辺のSdが要するに補助部門への配賦分も含んだ額を示し
ているので修正すべきであると，Livingstoneが主張した」という意味が分かりやすくなるとおもう。
まず，上記の「集計額＝原価額S1＝配賦額」の原価額S1を省略した「集計額＝配賦額」を考える。
つまり，100・0.1S1・0.15S2・0.4S1・0.3S1・0.1S1・0.2S1である。
つぎに，右辺の自他補助部門への配賦分 0.1S1と 0.2S1を左辺に移項する。100・0.1S1・
0.15S2・・0.1・0.2・S1・0.4S1・0.3S1となる。WiliamsとGriffinモデルでは，右辺の製造部門だ
けへの配賦額は0.7S1・・0.4S1・0.3S1・と表される。
他方，Manesモデルの補助部門1の式は，S1・ D1・0.1S1・0.15S2・0.3S1であった。Manesモ
デルの，製造部門の被配賦・集計側の式（つまり，Cj・ YY・
・1
Sd）から推測すると，左辺のS1は製
造部門だけへの配賦額として使用されているといえる。
S1,S2それぞれが製造部門だけへの配賦額とするならば，右辺のそれぞれに直接0.1,0.15を乗ずる
ことで算出される数値に意味はないと考えられる。そもそも，0.1,0.15という割合は補助部門の原価
に対して設定されているものだからである。そのため，右辺のS1,S2は暗黙に補助部門1,補助部門2
の原価であると想定されていると考えられる。
もしそうであるならば，左辺のS1は，右辺のS1の0.7・・0.4・0.3・にしか相当していないと考え
られる。ゆえに，左辺S1と，右辺のS1とを同一にしてしまって式をたてることはできないのではな
いかということがわかる。
ちなみに，右辺のSdをTdとおくと，左辺のSdはS1・0.7T1と表すことができる。S1と同様な
考えを辿れば，S2は S2・0.8T2と表すことができる。そうであれば，T1・・1・0.7・S1,T2・
・1・0.8・S2なるので，これらと，補助部門1の式「S1・ D1・0.1S1・0.15S2・0.3S1」の右辺のS1,S2
を取り替えると，S1・ D1・0.1・1・0.7・S1・0.15・1・0.8・S2・0.3・1・0.7・S1となる。補助部門2も同
様にする。D1は100で，D2は200であるので，S1・106.0606,S2・193.9393となる。そうであるな
らば，T1・151.515,T2・242.424となり，WiliamsとGriffinモデルと同じ結果となる。
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